
19 鹿児島市谷山地区における都市交通の円滑化と市街地の一体化による安全・快適な都市環境づくり ○

平成25年度　～　平成29年度　（5年間） 鹿児島市

・事業区間内踏切（15箇所）の除却による円滑な交通の確保と安全性の向上（Ｈ２７末までに鉄道高架化により全踏切除却）

（H25当初） （H29末）

Ａ　道路事業

事業 地域 交付 直接 道路 全体事業費 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 種別 H25 H26 H27 H28 H29 （百万円） 策定状況

19-A-1 街路 一般 鹿児島市 直接 S街路 改築 10,105 －

合計 10,105 －

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 港湾 全体事業費 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 種別 H25 H26 H27 H28 H29 （百万円） 策定状況

合計

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 全体事業費

種別 種別 対象 間接 H25 H26 H27 H28 H29 （百万円）

19-C-1 施設整備 一般 鹿児島市 直接 200

合計 200

番号 一体的に実施することにより期待される効果

C-1 街路事業（19-A-1)と一体的に実施することにより、谷山駅周辺の利便性向上や都市景観の向上による駅周辺地域の活性化を図る。

Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業

事業 地域 交付 直接 全体事業費

種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 H31 H32 （百万円）

合計

番号

10,105 百万円
効果促進事業費の割合

「交通量」＝ 踏切設置箇所における交通量

「走行速度」＝ 踏切設置部における自動車の通過速度

「踏切交通遮断量」＝ Σ[１日当たり自動車交通量（台／日）×１日当たり踏切遮断時間（時／日）] 82,891 台･時/日 － 0　台･時/日

「渋滞長」＝ 踏切遮断によって発生した渋滞の距離 240～12 ｍ － 0　ｍ

「踏切交通遮断時間」＝ １日に踏切によって遮断されている時間

17.2km/h － 28.1km/h

12 件 － 0　件

備考

200 百万円-Ｂ

平成29年3月17日

0　時間

－

－

（参考様式２）　　　社会資本総合整備計画(活力創出基盤整備)
計画の名称

交付対象

計画の目標

計画の期間

鹿児島市谷山地区における東西の地域分断解消や踏切除却による交通連携の強化、都市機能の充実等を図るとともに，都市内の円滑な交通確保及び防災機能の強化により安全・安心で魅力ある都市環境を形成する．

　　定量的指標の定義及び算定式

　　計画の成果目標（定量的指標）

当初現況値
備考

定量的指標の現況値及び目標値

最終目標値中間目標値

31,211 台/12h
5,515 人/12h

重点計画の該当

10,305 百万円

2.58～1.01 時間

事業者
省略
工種

省略
工種

一体的に実施することにより期待される効果

事業実施期間（年度）

鹿児島市

鹿児島市

鹿児島市

備考番号

事業者

「踏切事故件数」＝ 当該事業区間内で発生した踏切事故件数

事業者 市町村名

要素となる事業名

番号 事業者
要素となる事業名

（事業箇所）

事業内容
市町村名

事業実施期間（年度）

（面積等）

事業実施期間（年度）
市町村名

要素となる事業名

谷山駅下屋等整備事業

事業内容

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

Ａ

費用便益比

費用便益比

備考

備考

下屋、自由通路

ＪＲ指宿枕崎線

（H27末）

31,087 台/12h
5,493 人/12h

Ｃ

交付対象事業

市町村名

Ｄ - 1.9 %

事業内容

連続立体交差　L=3.1km

要素となる事業名 事業内容

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
全体事業費

番号

番号



交付金の執行状況

（単位：百万円）

H25 H26 H27 H28 H29

1,630.855 500.5 2,541.1 269.014 57.203

0.0 0.0 298.555 0.0 △ 1.692

1,630.855 500.5 2,839.655 269.014 55.511

706.864 801.163 34.599 55.398 76.718

1,536.556 1,267.064 2,818.856 247.694 132.229

801.163 34.599 55.398 76.718 0.0

うち未契約繰越額
（g）

0.0 0.0 0.398 8.626 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.000

0.0% 0.0% 0.0% 2.7% 0.0%

配分額
（a）

計画別流用
増△減額
（b）

交付額
（c=a+b）

前年度からの繰越額
（d）

支払済額
（e）

翌年度繰越額
（f）

不要額
（h=c+d-e-f）

未契約繰越＋不要率
（i=(g+h)/(c+d)）

未契約繰越＋不要率が10%を超えている
場合その理由

※　平成２５年度以降の各年度の決算額を記載。


